
第１回安城市公立保育所等経営審議会 次第

令和元年１２月９日（月）
午前１０時３０分～正午
災害対策本部室

１ 市民憲章唱和
２ 辞令交付
３ 市長あいさつ
４ 自己紹介
５ 会長の選任及び副会長の指名
６ 会長あいさつ
７ 諮問
８ 安城市公立保育所等経営審議会について
９ 安城市保育園等の運営状況及び特色について



安城市民憲章

わたくしたちは、

＊たがいに助け合い住みよいまちを

つくりましょう。

＊きまりを守り、良い習慣を育てましょう。

＊自然を愛し、きれいな水とみどりの

まちをつくりましょう。

＊教養を高め、若い力を育てましょう。

＊健康で、明るく楽しい家庭をつくりましょう。



８ 安城市公立保育所等経営審議会について

（１）平成２０年の検討について

（２）今回の審議について

（３）審議会の目的



８ 安城市公立保育所等経営審議会について

（１）平成２０年の検討について

（２）今回の審議について

（３）審議会の目的



（１）平成２０年の検討について

公立保育所運営費の国庫補助（２分の１）
都道府県負担分（４分の１）

平成１６年度（２００４年度） 小泉政権「三位一体の改革」の一環

「公立保育所運営費の一般財源化」

廃止

全国各地で、

「国や県から運営費交付金が出る民間保育園
への移管」 の動き

≪国の動き≫



平成18年(2006年)12月
「安城市保育園・幼稚園運営検討委員会」設置

≪目的≫
・本市の保育園の社会的な位置と公立保育園の
果たす役割の検討
・本市にとって、公立保育園を民営化すること
の「意味」について財政的な視点を含めて総合
的に検証

≪安城市の動き≫

（１）平成２０年の検討について



≪当時の状況≫

（１）平成２０年の検討について

②低年齢児（０～２歳児）の入園率等 （平成20年4月1日現在）

幼児数（人） 入園児数（人） 比率（％）

6,203 644 10.4％

③一部の地域では、少子化の影響による定員割れ
保育園の発生

１ 公立保育園の状況
①公立園２３園の定員充足率 89.7％
（平成２０年４月１日現在）



≪当時の状況≫

（１）平成２０年の検討について

入園希望者も多く、私立保育園との配置バランスも
良い。

２ 公立幼稚園の状況
①公立園４園の定員充足率 89.2％
※入園者数は平成２０年５月１日現在、定員は平成２０年４月１日現在



≪当時の状況≫

（１）平成２０年の検討について

３ 運営費の状況

保育園運営経費の一般会計歳出に占める割合
（平成20年度（2008年度）決算より）

保育園費（千円） 一般会計歳出（千円） 比率（％）

2,855,450 59,751,319 4.8％



（１）平成２０年の検討について

本市の状況
③平成１７年（2005年）の女性の就業率（本市）

女性の平均初婚年齢 28歳
第１子出産平均年齢 29.1歳
（厚生労働省 人口動態統計より）

就学前
の子を持
つ世代



≪検討報告書≫

（１）平成２０年の検討について

今回の審議に関係する項目について３点

１ 公立保育園・公立幼稚園の民営化
導入の可否について

２ 小規模公立保育園の対策
３ 公立幼稚園の認定こども園導入に
ついて



≪検討報告書≫

（１）平成２０年の検討について

１ 公立保育園・公立幼稚園の民営化
導入の可否について

民営化の

メリット

財政的効果
競争原理がもたらす保育サービス向上

民営化の

デメリット

保育士の交代など保育環境が変化す
ることによる不安 など

検討の結果 民営化は行わない

国から「子育て支援Ｎｏ１市町村」
に指定（平成１６年度）

地域における公立園の役割



≪検討報告書≫

（１）平成２０年の検討について

２ 小規模公立保育園の対策

小規模園
の懸念

デメリット

子どもの集団の規模が小さく、対人関
係スキルが十分発達できない

経済効率が悪くなりやすい

大規模園の分園化や小規模園の統廃合について検討

検討の結果 分園化・統廃合の提言見送り

地域の子育て拠点としての役割



≪検討報告書≫

（１）平成２０年の検討について

３ 公立幼稚園の認定こども園導入について

こども園
導入の
メリット

既存施設の有効活用による待機児童の解消
保護者の就労の有無に左右されず施設が
利用できる など

降園時間の差による子どもへの心理的影響
１クラスの規模が保育園より大きい など

検討の結果 こども園の導入は必要ない

こども園
導入の
デメリット

公立保育園に待機児童はいない 公立幼稚園に空き教室はない



８ 安城市公立保育所等経営審議会について

（１）平成２０年の検討について

（２）今回の審議について

（３）審議会の目的



①女性が職業を持つことに関する意識の変化

（２）今回の審議について

≪全国の状況≫

「男女共同参画白書」
令和元年版より



（２）今回の審議について

②待機児童の深刻化

「保活」
子どもを保育所に入所させるためのあらゆる活動。例えば、保育所
の都合に合わせて保護者の勤務時間を調整する、保育所に入所しや
すい地域にわざわざ引っ越す、など。

「保育園落ちた日本死ね」
平成28年（2016年）、子どもが保育園に落ちて仕事を辞めざるを得
なくなったとみられる母親が、インターネットに投稿した匿名ブログの
タイトル

≪全国の状況≫



≪本市の状況≫

（２）今回の審議について

①低年齢児の入園者・入園率→右肩上がりの増加
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女性の就業率（本市の経年比較）

資料：国勢調査

（２）今回の審議について

②待機児童の発生（平成２９年、平成３０年）

≪本市の状況≫

③子育て世代女性の就業率上昇



④保育園運営経費の推移
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④保育園運営経費の推移

（２）今回の審議について
≪本市の状況≫

平成20年度 平成29年度 平成30年度
保育園費（千円） 2,855,450 4,242,111 5,014,611

一般会計歳出
（千円）

59,751,319 65,898,415 66,016,680

保育園費/
一般会計歳出（％）

4.8 6.4 7.6

保育園運営経費及び一般会計歳出に対する比率の推移



（２）今回の審議について

④保育園運営経費の推移（市の負担額）

平成20年度 平成29年度 平成30年度
保育園費のうち
市の負担額（千円）

1,738,662 2,760,148 3,134,953

10

12

14

16

18

20

22

24

26

28

30

32

34

Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度

億円 保育園費にかかる市負担額の推移

右肩上がりの増加

1.8倍



第６次行政改革大綱実行プラン

（２）今回の審議について

保育需要に対応するため、公立幼稚園の有効活用
保育園の民営化についての研究



（２）今回の審議について

幼児教育・保育の無償化
令和元年１０月から幼稚園・保育所・認定こども園な
どを利用する3歳から5歳までの子どもたちの利用料が
無償化

本市にとっては・・・

保育料が失われる



幼児教育・保育の無償化による財源の補てん

（２）審議会設置の経緯

地方消費税交付金
消費税及び地方消費税の税率引き上げに伴い、増収となった
地方消費税交付金については、社会保障に要する経費に充て
るものとされた。

幼児教育・保育のみならず、医療・介護など
の社会保障給付、少子化に対処するための
施策に要する経費などに充てるもの



幼児教育・保育の無償化による財源の補てん

（２）審議会設置の経緯

民生費及び歳出に占める割合の推移

22.8%

26.5%

31.7%

33.6% 33.7%
33.3%

34.3%

35.8%

33.0%

35.7%
35.9%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

50

100

150

200

250

Ｈ20年度Ｈ21年度Ｈ22年度Ｈ23年度Ｈ24年度Ｈ25年度Ｈ26年度Ｈ27年度Ｈ28年度Ｈ29年度Ｈ30年度

億円

⺠⽣費 一般会計歳出における⺠⽣費の占める割合（％）



第６次行政改革大綱実行プラン

スピード感をもった保育園のあり方を検討

（２）今回の審議について



第６次行政改革大綱実行プラン（見直し後）

（２）今回の審議について



こうした経緯により
公立園の運営のあり方について
皆さまのご意見をお聴きするため
審議会を設置した

（２）今回の審議について



８ 安城市公立保育所等経営審議会について

（１）平成２０年の検討について

（２）今回の審議について

（３）審議会の目的



≪審議会の担任事務≫
「安城市公立保育所等の

経営の在り方に関する事項の調査審議」

（３）審議会の目的

「安城市附属機関の設置に関する条例」

幼児教育・保育の持続的な提供のため、

民間活力を導入した
保育所等の経営の審議

「経営の在り方」とは、



（３）審議会の目的

ご審議をお願いいたします。

本市公立園の運営状況について
理解を深めていただき、



安城市保育園等の運営状況及び特色について

１ 設置状況（H31.4.1時点）

〇 保 育 園 ：35園（公立：23園、⺠間：12園）

〇 幼 稚 園 ：９園（公立：２園、⺠間：７園）

〇 こども園：６園（公立：２園、⺠間：４園）



安城市保育園等の運営状況及び特色について

２ 園配置図
〇保育園

概ね小学校区に１園配置
⇒各地域と密接な関係

〇幼稚園

比較的、人口集中地域に配置
⇒公立園とともに、
地域に結びついている

〈公立〉

〈⺠間〉

４園のみ（H31からは２園）

需要に応じバランスよく配置
〈⺠間〉

〇認定こども園

既設園からの移行、統合にて設置

〈公立〉

〈公立・⺠間ともに〉



安城市保育園等の運営状況及び特色について

３ 児童数の推移
市全体の人口は増加

☆０〜５歳児の人口は、

しているが…

減少が続いている



安城市保育園等の運営状況及び特色について

４ 保育園（※）の利用状況

・利用人数

☆１〜２歳児の
伸び率が高い

認定こども園の保育園コースを含む

・利用率
上昇傾向
が続く



安城市保育園等の運営状況及び特色について

５ 保育園（※）の定員推移

認定こども園の保育園コースを含む

定員（人） 0-2歳定員（人） 3-5歳定員（人）
2015年 4,045 1,276 2,769

2016年 4,315 1,345 2,930

2017年 4,535 1,593 2,942

2014年 4,651 1,593 3,054

2019年 5,249 1,722 3,567

公立保育園の増改築、⺠間保育園の誘致により、
低年齢児（0-2歳）を中心とした定員の拡充を図る



安城市保育園等の運営状況及び特色について

６ 待機児童の状況

認定こども園の保育園コースを含む

0歳児（人） 1歳児（人） 2歳児（人） 計（人）
H29.10 5 7 4 16

H30.10 11 6 2 19

待機児童の調査は、年２回（４月及び10月）
年度当初は待機児童が出ないものの、年度途中の入所により、
10月調査時に待機児童が発生（2年連続）



安城市保育園等の運営状況及び特色について

７ 特別保育実施状況

認定こども園の保育園コースを含む

公立2園)

2保23,こ2)

⺠間2園)

2保12,こ4)

合計2園)

2保35,こ5)

低年齢児保育 14 15 33

延⻑保育 20 16 36

一時保育 4 7 11

特定保育 1 1 2

休日保育 2 0 2

病児・病後児保育 0 0（※） 0

※ただし、⺠間事業者により市内１施設で対応（市からの委託）



安城市保育園等の運営状況及び特色について

〇 地域において多面的役割を担う
８ 公立保育園の特色

【安城市における保育園・幼稚園の運営方法の検討報告書（H20.2）より】

① 地域の拠点的役割（集落の子どもや家庭の状況を把握）
② 子育て支援を推進する役割（学校、児童相談センター等と連携）
③ 人材育成、保育の質の向上に努める役割（保育研究、研修）

〇 特別保育が早い時期から実施される
⇒保護者の要望により、⺠間保育園に広がる。

〇 公立園の割合が高い

安城市の保育 ：公立園が主導（⺠間園と連携）

現在では、公立園と同じ水準で対応（弾力的サービス）

公立保育園：23園、⺠間保育園：12園



安城市保育園等の運営状況及び特色について

９ 幼稚園の利用状況と特色

・幼稚園需要 ：減少傾向
・預かり保育需要：増加傾向

２園をこども園へ移行（H31.4）
安城こども園 さくのこども園

公立幼稚園入園児童数の推移 預かり保育利用者延べ人数

〇公立園



安城市保育園等の運営状況及び特色について

９ 幼稚園の利用状況と特色

〇⺠間園

・市内にバランスよく配置

・⺠間園に対する需要が高い

幼稚園 ：⺠間園が中⼼

・園独自の課外活動
（英語教室、スイミングなど）



安城市保育園等の運営状況及び特色について

10 認定こども園の状況（移行への背景）

幼稚園需要の減少
預かり保育需要の増加

〇公立園（幼稚園） 〇⺠間園（幼稚園、保育園）

・空き教室の有効活用
・地域の幼児の集約

近隣保育園にて
低年齢児保育の拡充

・保育サービスの向上
⇒就業の有無によらず在園可

・地域の保育園（又は幼稚園）
需要に対応

こども園への移行

保護者及び地域の
ニーズに対応

こども園への移行





幼児教育・保育の無償化の概要

☆保育料・授業料の無償化について

■対象 ３〜５歳のすべての⼦ども
０〜２歳の市⺠税非課税世帯の⼦ども

■施設 保育園・幼稚園・認定こども園
認可外保育施設（保育を必要とする場合のみ）

■上限 保育園・認定こども園 全額
幼稚園 25,700円
認可外保育施設 37,000円（0-2歳42,000円）

■時期 令和元年１０月から



幼児教育・保育の無償化の概要

☆無償化にかかる本市への影響額

保育料の無償化分を
すべて市が負担

保育料の無償化分を
国・県・市が負担

授業料の無償化分を
すべて市が負担

影響額（Ⓐ〜Ⓓ） ： ３９２，４５０（千円）

幼児教育無償化にかかる影響額推計 単位：千円

①:R1予算(無償化前) ②:R2予算(無償化後) 差（②−①）
3,836,719 3,848,919 12,200

国 13,788 19,888 6,100
県 33,874 36,924 3,050
市 2,989,604 3,355,654 366,050 Ⓐ
利用者 799,453 436,453 -363,000

2,174,425 2,309,401 134,976
国 770,136 866,724 96,588
県 238,232 286,526 48,294
市 1,038,466 1,069,560 31,094 Ⓑ
利用者 127,591 86,591 -41,000

151,595 159,099 7,504
国 1,498 5,250 3,752
県 1,498 3,374 1,876
市 113,643 131,519 17,876 Ⓒ
利用者 34,956 18,956 -16,000

200,100 424,820 224,720
国 41,938 185,798 143,860
県 0 103,430 103,430
市 158,162 135,592 -22,570 Ⓓ
利用者 0 0 0

公立幼稚園

事業費

財源内訳

私立幼稚園

事業費

財源内訳

公立保育園

事業費

財源内訳

私立保育園

事業費

財源内訳



民間手法導入による財政的効果（施設型給付について）

〇施設型給付（委託費）の体系【無償化前】

⺠間園 公立園

公定
価格
（※）

施設型給付
（委託費）

国負担：１/２
市負担

（国、県からの給付なし）
県負担：１/４

市負担：１/４
国基準
利用者
負担額

市単独負担分 市単独負担分

市基準利用者負担額 市基準利用者負担額

※公定価格とは、子ども一人あたりの教育・保育に通常要する費用を基に算定され、

職員の人件費、施設の管理費ほか保育サービスの提供に必要となる費用

⇒ 園運営に必要な費用



民間手法導入による財政的効果（施設型給付について）

〇施設型給付（委託費）の体系【無償化後】

⺠間園 公立園

公定
価格
（※）

施設型給付
（委託費）

国負担：１/２
市負担

（国、県からの給付なし）県負担：１/４
市負担：１/４

従来の
利用者
負担額

市負担
（国、県からの給付なし）

※公定価格とは、子ども一人あたりの教育・保育に通常要する費用を基に算定され、

職員の人件費、施設の管理費ほか保育サービスの提供に必要となる費用

⇒ 園運営に必要な費用

国負担：1/2

県負担：1/4

市負担：1/4



民間手法導入による財政的効果（施設型給付について）

〇民間手法導入による財政的効果

仮に、公立27園（保育園23園、幼稚園2園、こども園2園）を

⺠間移管した場合

⇒国及び県からの給付額（施設型給付＋従来の利用者負担額）を試算

給付額（国） ：1,169,784（千円）

給付額（県） ： 584,391（千円）

１７．５（億円/年）の歳入増


